
収蔵品デジタル化・オンライン公開に関するアンケート調査 

 

地方自治体における知的財産戦略等の策定・活用に関するアンケート（平成 29 年９月実

施）において、各自治体の、博物館・美術館、図書館、文書館など（以下、まとめて「アー

カイブ機関」という）における収蔵品のデジタルアーカイブ化について基本的な方針や計画

の有無や、収蔵品の点数とそれらのうちデジタルアーカイブ化されている点数について調査

を行った。 

※調査対象自治体：67箇所、回答：22件（回答率 32％）、調査アーカイブ機関：118館 

収蔵品のデジタルアーカイブ化について基本方針や計画を定めている自治体は 8 箇所あ

ったが、より詳細に各アーカイブ機関の取組や課題、意識等について現状を把握するため、

①収蔵品の件数が多いアーカイブ機関、②デジタル化されている点数が多いアーカイブ機関、

③オンライン公開されている点数が多いアーカイブ機関からピックアップを行い、６館に対

して追加のアンケート調査を実施した。 

 

収蔵品のメタデータ（目録情報）整備状況 

アーカイブ機関のうち３館が 90%以上収蔵品のメタデータを整備済みで、２館は 50％以上整

備済みとの回答があった。整備できていないものとしては、別アーカイブ機関から引き継い

だ資料で、情報項目に統一性が無く件名一覧になっているという物や、古文書・古文献等の

古書、浮世絵・古写真等の絵図類など、専門的な知識が必要な資料について一部簡易的な整

備となっている例が挙げられる。 

 

収蔵品のデジタル化の必要性と課題 

すべてのアーカイブ機関で収蔵品のデジタル化は必要であるとの回答があった。課題とし

てはいずれのアーカイブ機関もデジタル化の予算不足を挙げており、続いて人員不足やスキ

ル不足を挙げる回答が多かった。 

具体的には、江戸時代や明治時代の郷土資料について、実物を見せると劣化するため保存

の観点では課題であったが、デジタル化する事によって利用と保存の両立可能となったとの

意見や、過去一時的に予算がついて数多くの点数をデジタル化したが、それ以降は予算が付

かず職員が片手間にデジタル化しているなどの回答があった。 

 

デジタルコンテンツのオンライン公開についての必要性 

すべてのアーカイブ機関がデジタルコンテンツのオンライン公開について必要であると

回答しつつも、同時に来客数の増減に影響があるかは明確ではないと回答。 

 

デジタルコンテンツをオンライン公開する事によるメリット・デメリット 

デジタルコンテンツのオンライン公開を行う事で、画像や映像資料などの貸し出し・利用

等の問い合わせが大幅に増えるなど収蔵品への関心が高まった事がメリットとして挙げら

れている。また、ほぼすべてのアーカイブ機関がデメリットは無いと回答した。 

資料４ 

 



利用者からの収蔵品デジタル化やオンライン公開についての要望 

利用者からの収蔵品デジタル化やオンライン公開について要望があったアーカイブ機関

は２館で、特に貸出やコピーが出来ない貴重な歴史資料や郷土資料についてデジタル化の要

望が多いとの回答があった。 

 

国の取組についての認知度 

アーカイブ機関４館において、デジタルアーカイブの整備や活用の推進などの概要や、ジ

ャパンサーチの取組について把握しているとの回答がある一方で、２館からは知らないとの

回答があった。 

 

国や地方自治体に対する要望 

 国や地方自治体に対する要望として以下のような意見があった。 

 デジタル化にかかる法整備が旧態依然としており、判断に悩む事例が少なくないため、

ガイドラインや法解釈を取りまとめた例示があるとよい。 

 著作物の権利処理等に関する仕組みが整っておらず、許諾を得るためには相当の労力が

かかるため、それらを一元的に管理するデータベースや、調査のためのレファレンス資

料が提供されるとよい。 

 市町村にも歴史的、貴重な資料があるが、予算や人手の関係でデジタル化まで手が回ら

ない。こういった所のサポートが必要。 

 

各アーカイブ機関の今後の目標 

 各アーカイブ機関の今後の目標として以下のような目標が挙げられた。 

 「デジタルコンテンツの公開」、「閲覧室の整備」、「歴史資料データベースシステムの構

築」などを目標に掲げ検討している。現在は、地方自治体のホームページという既存シ

ステムを活用して所蔵写真の一部を公開している。 

 明治時代の雑誌などデジタル化済みだがオンライン公開していないデータについて、国

立国会図書館と連携してこれらのデータの公開について進めている。 

 図書館の研修業務として、年に 1回程度ではあるが、予算が無くてもデジタル化する方

法についての研修会を行っている。日々の業務で蓄積したデジタル化のノウハウを効率

よく広めていく。 

 所蔵品のデジタル化を進めるとともに、併せて解説や検索用のメタデータ付与など、利

活用を促進するための仕組みを整備する。 


